
事 務 連 絡 

平成３０年７月２７日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会 

総務担当課           御中 

文部科学省初等中等教育局 

初 等 中 等 教 育 企 画 課 

健 康 教 育 ・ 食 育 課 

 
「大規模災害時の学校における避難所運営の協力に関する留意事項に

ついて（通知）」の周知について 
 

今般の平成３０年７月豪雨に係る被災地において、多くの公立学校が避難所となって

いるところです。 
避難所の運営は、原則として市町村の防災担当部局や福祉担当部局等（以下「防災担

当部局等」という。）が担うものであり、学校の教職員は児童生徒等の安全確保と学校

教育活動の早期正常化に向けて注力することが望まれます。 
そのため、昨年１月に発出した別添①（「大規模災害時の学校における避難所運営の

協力に関する留意事項について（通知）」（平成２９年１月２０日 ２８文科初第１３５

３号））を改めて、各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市（指定

都市を除く。）町村教育委員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学

校に対して、十分な周知を図るとともに、必要な指導、助言又は援助を行うようお願い

します。 
 
特に、平成３０年７月豪雨によって域内の公立学校が避難所となっている教育委員会

におかれては、避難所運営等について防災担当部局等と調整を行うとともに、別添①の

抜粋部分である［別紙］や別添②（「「平成３０年７月豪雨」により被災した学校を再

開する際の留意点について（依頼）」（平成３０年７月１３日付け文部科学省大臣官房

文教施設企画部施設企画課 初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡））に特に御留

意いただき、所管の学校又は域内の市（指定都市を除く。）町村教育委員会に対して、

必要な指導、助言又は援助を行うようお願いします。 
 

【本件連絡先】 
                 文部科学省初等中等教育局 
                                初等中等教育企画課教育委員会係・公務員係  
                                健康教育・食育課企画調整係 
                                電話 03-5253-4111（代表） 
                                内線 4678（初等中等教育企画課教育委員会係） 

                 内線 2588（初等中等教育企画課公務員係） 

                                  内線 4950（健康教育・食育課企画調整係） 
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【別紙】 
大規模災害時の学校における避難所運営の協力に関する留意事項について（通知） 
（平成２９年１月２０日 ２８文科初第１３５３号 文部科学省初等中等教育局長） 
【抜粋】 

 
３．災害時における教職員の避難所運営への協力業務と教職員の意識の醸成について 

大規模災害の発生時において、直ちに市町村の防災担当部局等が職員を派遣して学校

における避難所を運営することは困難な可能性が高い。学校が避難所運営に関して費用

面で負担することはないものの、やむを得ず発災から一定期間は施設管理という点も踏

まえて学校の教職員が避難所運営の協力を可能な限り行わざるを得ないことが予想され

る。そのような事態になっても防災担当部局等と連携・協力して学校や教職員が的確に

避難所運営の協力業務ができるよう、以下の留意事項を踏まえて、必要な取組等を進め

ていくことが必要である。 
（１）教育委員会は、災害時に避難所運営の協力業務に従事することはあくまで防災担

当部局等の役割を補完する措置であって、教職員が、児童生徒等の安否確認や学校教

育活動の再開等の本来業務に専念できるように、防災担当部局等に速やかに担当職員

を派遣できるよう調整を行うこと。 
 
４．教職員が避難所運営の協力業務に従事した場合の服務上の取扱いについて 

災害時に、教職員が避難所運営の協力業務に安全かつ安心して取り組むためには、以

下の留意事項を踏まえて、教職員が当該業務に携わった場合についての服務上の取扱い

を整理・明確化しておくことが必要である。 
（１）避難所となっている学校の教職員が災害時に避難者の救援業務をはじめとした避

難所運営の協力業務に従事することについては、当該学校の管理業務の一環を担って

いるものと考えられ、服務上の職務として取扱い、当該職務に係る補償や賠償は通常、

公務災害補償や国家賠償等の対象となること。 
   また、災害時における避難者の救援業務をはじめとした避難所運営の協力業務につ

いては、公立の義務教育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務させる場

合等の基準を定める政令（平成１５年政令第４８４号）における「非常災害の場合、

児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合に必

要な業務」に該当すること。 
（２）他県を含め避難所となっている学校の教職員以外の教職員が避難所運営の協力業

務に従事する場合については、当該教職員の服務監督権者である教育委員会において、

その属する地方公共団体が決定した方針等に基づき、教職員を派遣する場合、公務出

張の扱いをすることも可能であること。 
（３）教育委員会及び学校は、教職員が災害に対応するためにやむを得ず交代制で夜間

も泊り込む場合や休日に対応する場合もあり得ることから、教職員に過重な負担を強

いることのないよう、勤務時間の割り振り変更や週休日の振替等について十分に配慮

すること。 
 



７．教育委員会間の連携・協力体制の構築について 
学校が避難所になった場合には、当該学校に所属する教職員は、児童生徒等の安全確

保等に加え、様々な対応を行うことが必要となる。その際、人的な支援は必要不可欠で

あるが、学校教育活動に知見・理解のある人材の支援は、当該学校に所属する教職員に

安心感を与えるとともに、教育活動の再開のために大いに役立つことになる。 
  そのため、以下の留意事項を踏まえて、都道府県教育委員会と市町村教育委員会、同

一都道府県内の市町村教育委員会間、他の都道府県教育委員会等との間における連携・

協力を積極的に図ることが必要である。 
（１）都道府県教育委員会は広域的な観点において指導助言を行う役割をもつことから、

発災した場合の都道府県内の教職員の人的支援体制や情報集約・共有体制の在り方に

ついて検討を行っておく必要があること。発災にあたり、被害状況等の情報収集は迅

速に行うことが必要であるが、市町村教育委員会は十分な体制がとれない可能性もあ

ることから、教育事務所等を活用して都道府県教育委員会が積極的に職員を派遣して

行うことを検討すること。 
 
８．教育活動の再開について 

大規模災害後に児童生徒等の心の平穏を回復・維持するためには、学校生活を再開し、

平常時の日常生活を取り戻すことが必要不可欠である。その一方で大規模災害発生後で

あることを踏まえると児童生徒等が安全かつ円滑に学校生活に戻るためには、以下の留

意事項を踏まえて、教育活動再開の準備を進めることが必要である。 
（１）教育委員会は、教育活動の再開に向けて、児童生徒等の登下校ルートの安全確認、

児童生徒等の居住地・健康状況の把握、教科書・教材の有無の確認、授業・学校給食

再開の見通しの確認等、段階的対応をまとめたチェックリストを事前に作成し、それ

を学校において活用する等、再開を判断するにあたり児童生徒等の安全確保等に遺漏

のないように最大限の配慮をすること。 
（２）教育委員会及び学校は、早期の教育機能回復を図る観点から学校再開の見通しを

早めにＰＴＡや防災担当部局等、避難者も含めて共有を図ること。そのためには、防

災担当部局等とも連携して、必要な情報を一元化し可視化することで現状について共

通理解が図られるようにすること。また、学校内の避難者の居住場所の集約や他施設

への移動を行う際には、防災担当部局等が中心となって行うことになるが、教育委員

会と学校においては学校再開の時期を踏まえて避難者の理解を得られるよう防災担当

部局等と慎重に調整を行うこと。 
（３）教育委員会及び学校は、教育活動を再開するに当たり、一定期間、避難者と児童

生徒等が同じ施設を共有しなければならない場合や真にやむを得えず校庭に仮設住宅

が設置される場合等、未だ学校内に避難者が存在する際の両者の動線の設定をはじめ

とした校内の施設利用や学校行事、体育等の授業の在り方について検討しておくこと。 
（４）教育委員会は、被災した児童生徒等や教職員について、心的外傷後ストレス障害

（PTSD）と呼ばれる症状をはじめとした心の健康上の問題が生じている可能性もある

ことから、外部機関と連携しながら心のケアに努めること。 
 



事  務  連  絡 

平成３０年７月１３日 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 

各都道府県教育委員会学校健康教育主管課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 

各指定都市教育委員会学校健康教育主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課     御中 

附属学校を置く各国公立大学法人担当課 

構造改革特別区域法第 12 条第 1 項の認定 

を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

文 部 科 学 省              

大臣官房文教施設企画部施設企画課 

初等中等教育局健康教育・食育課 

「平成 30年 7月豪雨」により被災した学校を再開する際の留意点について（依頼） 

平成 30 年 7月豪雨においては、今なお水害等が続いており予断を許さない状況にあるこ 

とから、特に緊急の移動が必要となる場合を除き、避難住民が、次の住まいに確実に移るこ

とができるようになるまでの間、学校施設等の現在の避難施設での避難が維持できるよう、

引き続き最大限の対応をお願いいたします。 

その際、それら避難施設として使用されている学校施設等の安全性の確保についても、可

能な限りの配慮をお願いいたします。 

現在、一部の学校等では、その再開が予定されていますが、学校を再開する場合は、以下

の点にご配慮いただきますよう、お願いいたします。 

また、関係する県の教育委員会施設主管課、教育委員会学校健康教育主管課、私立学校主

管課及び構造改革特別区域法第 12条第 1項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担

当課におかれては、それぞれ域内の市町村教育委員会、所管又は所轄の学校（専修学校・各

種学校を含む。）及び所轄の学校設置会社の設置する学校に対し、本件について周知くださ

るよう併せてお願いします。 

１ 学校の再開にあたっては、校舎や屋内運動場等の学校施設等における安全性を確認す

るとともに、がれきや破片等の除去や立ち入り禁止の措置など当面必要となる応急復旧

等を行い、児童生徒等の安全に万全を期すこと。 

２ 従来の学校施設等ではなく周辺の公共施設等を間借りして授業を再開する場合は、上

記１の学校再開にあたっての学校施設等の安全性の確保と同様、必要な安全性の確保に

努めること。 

別添②



３ 道路の損壊等の危険箇所を把握し、必要に応じて通学路の変更を検討すること。また、

視覚や聴覚に障害のある児童生徒等に対する確実な情報伝達等の対応も含め、児童生徒

等の安全確保について十分配慮すること。 

４ 学校環境衛生基準（平成２１年文部科学省告示第６０号）及び学校給食衛生管理基準

（平成２１年文部科学省告示第６４号）に基づき、日常の学校環境衛生管理及び学校給食

衛生管理に努めるほか、臨時の衛生検査を行うなど、被災した学校等の適切な衛生状態が

確保されるよう配慮すること。その際、特に浸水等の被害のあった地域においては、感染

症の発生のおそれがあることから、「学校環境衛生管理マニュアル（※）」（平成 30年度改

訂版）も参考にして、必要に応じて消毒等の措置を適切に行うこと。 

学校給食を再開するに当たっては、施設設備の洗浄及び消毒の徹底に努めるなど、衛生 

管理に留意するとともに、調理従事者の健康管理にも留意すること。特に、被害のあった

施設、炊き出しへの協力などのため調理従事者以外が使用した施設においては、十分留意

すること。 

また、被災児童生徒を受け入れている場合及び自校以外の被災した学校に学校給食を

提供する場合においては、食物アレルギー等を有する児童生徒について十分留意の上対

応すること。 

さらに、被災児童生徒の学校給食費について、必要に応じ、猶予措置等の特段の配慮を

いただきたいこと。 

※ ＰＤＦ版を文部科学省ホームページに掲載（主な記載箇所：ｐ167～171） 

【本件照会先】 
（１及び２に関すること） 
大臣官房文教施設企画部施設企画課防災推進室防災推進係

Tel 03-5253-4111（内線 2235） Fax 03-6734-3689
e-mail bousai@mext.go.jp

（３及び４に関すること） 
初等中等教育局健康教育・食育課企画調整係

Tel 03-5253-4111（内線 4950） Fax 03-6734-3794
e-mail kenshoku@mext.go.jp


